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事務分担案（第4回協議会R8.7.31）に対する考え方

（視点）
• 拠点まちづくりにおける地域性の重要度
• 地域まちづくり等や用途地域等の市町村決定の都市計画権限のニア・イズ・ベターの重要性

⇒「都区の在り方検討会(東京都）」において、「用途地域」は都区の役割の見直しの是非を引き続き
検討する事務とされているため、ニア・イズ・ベターの観点から特別区で実施すべき。

• まちづくりのプロセス（ビジョン策定～開発調整～都市計画、開発許可、建築確認等の法定手続き～エリマネ活
動支援）での開発調整とまちづくりの法定権限等との一貫した事務執行体制の構築の重要性

• 技術職員の適正配置は４区が限界

（基本的な考え方）
上記の視点を踏まえた計画調整局の事務の仕分け見直しにあたっての基本的な考え方は以下の通り
■拠点まちづくり（原則として都市再生緊急整備地域内）

• 下記の拠点は、広域で実施。
① 前回協定書で広域に仕分けられた拠点（新大阪駅駅前、うめきた、夢洲・咲州）
② 既に大阪府で所管されている拠点で①に含まれない拠点（大阪城東部地区）
③ 副首都の核となる大手前地区

• その他の拠点まちづくり（中之島、御堂筋、難波・湊町、京橋等）は前回協定書では基礎に仕分けられ、より地域性
が求められる拠点であることから基本的には基礎で実施

■地域まちづくり
• 地域まちづくりについては、ニア・イズ・ベターの観点から基本的には基礎で実施
• 空家等対策やバリアフリーなど、特に地域に密着した取組みが必要となる事務事業は基礎で実施

⚫ 4区の場合、
✓ 上記を基本としたうえで、その他拠点（①～③以外）については、開発調整や用途地域等の法定権限は基礎で実

施
✓ なお、拠点まちづくりについては、エリアビジョンの策定は、国際競争力強化の観点などが必要となることから、

基礎（特別区）で作成するビジョンなどを反映する仕組みを確保したうえで、広域で実施
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※都市基盤は以下を想定
広域：鉄道（連立含む）、高速道路、幹線街路
地域：駅前広場、区画街路の基礎レベルのもの

注１） 特別区のビジョンを反映する仕組みを確保 注３）国への確認が必要
注２）仕分けは基礎とするが、エリアビジョンを広域で策定
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